
 

新しい地方経済・生活環境創生会議の開催について 

 

令 和 ６ 年 1 1 月 ８ 日 

新しい地方経済・生活環境創生本部長決定 

 

１．趣旨 

「地方こそ成長の主役」との発想に基づき、地方がそれぞれの特性に応じ

た発展を遂げることができるよう、日本経済成長の起爆剤としての大規模な

地方創生策に関して議論するため、新しい地方経済・生活環境創生担当大臣

の下に、新しい地方経済・生活環境創生会議（以下「会議」という。）を開

催する。 

 

２．構成 

（１）会議の構成員は、新しい地方経済・生活環境創生担当大臣が指名する有

識者とする。 

（２）会議の座長は、互選により決定する。 

（３）座長は、構成員の中から座長代理を指名することができる。 

（４）座長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めることができ

る。 

 

３．庶務 

会議の庶務は、関係行政機関の協力を得て、内閣官房新しい地方経済・生

活環境創生本部事務局において処理する。 

 

４．その他 

前三項に定めるもののほか、会議の運営に関する事項その他必要な事項は、座

長が定める。 

 

   附 則 

「デジタル田園都市国家構想実現会議の開催について」の廃止について（令

和６年11月８日内閣総理大臣決裁）による廃止前の同会議において検討した事

項等については、会議に引き継がれるものとする。 

資料１ 



 
 

新しい地方経済・生活環境創生会議 有識者構成員  
 
 
 

 
秋野 哲也  株式会社常陽銀行取締役頭取 

一般社団法人全国地方銀行協会会長 
 
石山 志保  福井県大野市長 
 
加藤 史子  WAmazing株式会社代表取締役 CEO 
 
河合 雅司  一般社団法人人口減少対策総合研究所理事長 
 
桑原 悠   新潟県津南町長 
 
小林 味愛    株式会社陽と人代表取締役 
 
高橋 博之    株式会社雨風太陽代表取締役 
 
田代 克弘  興能信用金庫理事長 
 
冨山 和彦  株式会社 IGPIグループ会長 
 
中村 時広    愛媛県知事 
 
野田 由美子 ヴェオリア・ジャパン合同会社代表取締役会長 
 
細川 珠生    ジャーナリスト 
 
増田 寬也  日本郵政株式会社取締役兼代表執行役社長 
 
吉田 浩一郎 株式会社クラウドワークス代表取締役社長兼 CEO 
 
芳野 友子  日本労働組合総連合会会長 
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